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サステナビリティ経営を「情報の力」で支えていきます

日経BPコンサルティングの使命と
目指す姿

に分析するマルクス経済学を専攻していました。

1987年に社会人となり、その2年後にベルリン

の壁が崩壊したことにより、資本主義対共産主

義のイデオロギーの対立が終焉し、資本主義の

勝利に終わったという結論になったはずでした。

ところが四半世紀以上が経過した今、振り返っ

てみると、改めて資本主義の抱えていた本質的

な課題といいますか、ある意味暴走とも呼べる

ような欠点が表面化し、世界の経済社会そのも

のが曲がり角に直面している状況なのではない

でしょうか。

私自身の根本にある価値観は変わらず、良い

会社とはどういうものであり、その良い会社を

現実の社会の中で実現するにはどうすればいい

か、そのことを自らが取り組むべきテーマとし

て考えて、仕事を通じて少しでも世の中に貢献

することができるように、実践してきたつもり

です。

E SG 投資やSDGs は、それらを企業活動の

日経BPコンサルティングは ｢情報｣を扱う企

業です。情報は、より良い経済社会をつくってい

くためにあります。そして、情報の力によってよ

り良い経済社会の実現に具体的に貢献していくこ

とが、私たちの使命であると考えています。

情報を扱う事業の面白さは、手がける仕事の

範囲を超えて大きな影響力を持てるところ、社

会にインパクトを与えられるところにあります。

情報を媒介にして、お客さまに経済価値と社会

価値を両立させる事業を推進していただくこと

で、私たちも大きな影響力を持つことができる。

だからこそ、私たちはそのためのスキルととも

に、倫理観や使命感も身に付けていかなければ

なりません。

私は大学時代、経済学部で資本主義を批判的

代表取締役社長 寺山 正一
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質的な使命や機能が失われるわけではありませ

ん。この100年でエネルギーが石炭から石油に変

わっても、エネルギー自体のニーズが低くなっ

たわけではないのと同じことでしょう。むしろ、

情報が民主化・双方向化することにより、当社

の使命や事業の意義は一層強くなったのではな

いか と自負し ていま す。特に｢デー タ｣ と  ｢グ

ローバル｣ の2つのポイントがより重要になって

いるのは疑いようがありません。

「日経ビジネス」の編集長を2008年から3年

間務めましたが、そのときに意識したのがまさ

にこの2つでした。このうち「データ」について

は、外から入ってくる情報を私たちメディアが

最先端に近いところでいち早くキャッチして、

それを事業としてお客さまに展開していくこと

が必要になってくる。一方の「グローバル」に

関しては、欧州と中東で紛争が続き、先進国の

政治情勢が不安定化する中で、我々が長らく前

提としてきた資本主義×民主主義の価値観すら、

揺らいでいるように映ります。

加えて、AIの進化も見逃せません。AIは、あ

る側面では社会と経済生活を進化させる大きな

原動力となる可能性を秘めている半面、それ自

体に価値観や倫理観を内包していない「機械に

よる情報支配」をもたらすでしょう。どう評価

中で具体的に実現していくツールとしても極め

て 優 れ た も の で す。 だ か ら こ そE SG 投 資 や

SDGs の推進に一生懸命取り組んで、経済社会、

そして企業をいかにより良いものにしていくか

が、その一つひとつの歩みと取り組みこそが、

私たちが最も重視している課題だと言っても過

言ではありません。

今、外部環境が大きく変化しています。私た

ちの業務に近いところでいえば、紙からデジタ

ルへと情報の伝達手段が移ってきたことに加え、

情報というものが政府や企業といった団体から

発信されて出回るものだけでなく、SNSが典型

ですが誰もが手軽に情報発信でき、手に入れら

れる、つまり情報の民主化・大衆化・双方向化

が進んできたことが、大きな変化であると捉え

ています。

これは紙を媒介とする情報伝達のみに立脚し

ている企業にとっては危機ですが、当社は情報

を多種多様なデジタルサービスと組み合わせて

提供しています。紙からデジタルへとツールが

変わったからといって、私たちが持っている本

すればよいのか。このデジタル化、データとグ

ローバル、そしてAIの進化に加えて、世界全体

の環境が変化して、正解が見えない時代を生き

ていくために、企業や個人はどんな役割を果た

していけばよいのか。一つだけ確実に言えるの

は、顧客のために貢献し、より良い社会を築き

上げていくために最も大切なインフラの一つが、

正しい情報を正しく伝え、社内で働く人たちと

外部のパートナー、クライアントやステークホ

ルダーを巻き込んで、価値観を共有できる仲間

の輪を広げていくことではないか、と私たちは

考えているということです。

加えて、サステナビリティ事業が典型ですが、

私たち以上に専門性が高く最先端の事業を手が

けている外部のパートナーと組み、新事業をつ

くっていくとともに、そのノウハウを蓄積しな

がら共に人を育てることにより、事業をより高

度化していきたいと考えています。この観点か

ら、将来性豊かなパートナーの皆さまとの協業

を、さらに加速していく所存です。

我々にご相談を持ち掛けてくださる顧客の皆

さまは、すでに立派な事業を展開し、商品サー

ビスを通じて持続可能な成長によって社会に貢

献されている企業が少なくありません。我々は

日本経済新聞社グループ（日経グループ）の一員

「データ」「グローバル」が
当社の持続的な成長のポイント
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として、協業しているパートナーとともに、社

会に貢献しておられる顧客企業や自治体、団体

などのコミュニケーションをご支援することで、

より良い経済社会の発展に少しでも寄与できる

なら、こんなに「企業冥利に尽きる」ことはあ

りません。

2022年から2023年にかけて、当社のマテリ

アリティ特定に関わる委員会の議論に、私と役

員全員が同席して検討を重ねてまいりました。

私が大学の頃、経営というものは業績以外の数

字ではエビデンスを取れない部分が多く、科学

的ではないと捉えられていたのが一般的でした。

しかし現在は状況が大きく変化して、経営のプ

ロセスをシステマチックかつ合理的に管理する

ことが可能になってきています。

スポーツの世界でも多くの選手が以前ではあ

り得なかったような立派な記録を残せるように

なったのは、トレーニングや練習のプロセスを

数値やデータで合理的に管理できるようになっ

たことが一因ではないかと見ています。サステ

ナビリティ経営に関わるマテリアリティの特定

においても同様で、プロセスをきちんと管理で

きなければ目指した成果の達成はできません。

1年間議論に参加してきたことで、数値管理を

経営の大きな方向性と結び付け、組織の大勢の

人たちが課題と目標を共有できるようになった

ことを実感しています。

特定した6つのマテリアリティのうち、半分

の3つは人的資本に関するものです。経営者と

しては、やはり社員一人ひとりに成長していた

だきたい。社員の成長が会社としての成長を支

える柱となるのはもちろん、身に付けたものは

会社を超えて一人ひとりの社員自らの財産とし

て残っていくことでしょう。

新しい取り組みとして、社員の皆さんがどの

ような専門性を身に付けて、どのようなキャリ

アパスを実現していくか。その成長ストーリー

を会社として後押しするために、職種別のスキ

ルマップを用意して、管理職と全社員の1 on 1

「“Train”ing Week 2024」の告知フライヤー

社員の学びイベント「“Train”ing Week 2024」を2024年10月に実施した。社員メンバーで構成する研修委員会が、

オフィス内の社員ロッカースペースに告知フライヤーを掲示し、イベント気分を盛り上げた。他に1年を通して、

各自がテーマを選んで動画で学べる外部研修など、社員が自身のスキルを磨くための教育制度を用意している。

マテリアリティの中でも
特に重要な「人的資本」
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ミーティングを取り入れました。アカデミズム

の世界で人的資本の最新研究成果を学びつつ、

業種を超えて人事担当の方々とのつながりを深

めていくために、大学との研究会にも積極的に

参加しています。その他にもeラーニングなど

学びの機会を積極的に提供しており、何よりも

新しい事業を始めることで実践を通して得られ

る蓄積、協業するパートナーから得られる気付

きやノウハウなどは何物にも代え難い財産であ

り、貴重な資産として個人と組織の双方に蓄積

されていくことでしょう。

この会社で様々なサステナビリティを支援し

たり顧客の円滑なコミュニケーションを後押し

したりする仕事に携わることにより、社員一人

ひとりが成長し、チーム全体で付加価値を高め

ていくことができたらと願っています。 

余談になりますが、私が社長に就任してから

週1回、社員向けに趣味の映画や社会情勢、サ

ステナブル経営に関わることなど様々なテーマ

についてエッセーのような文章を配信していま

す。会社のトップが自らの手でできることは、

一つには会社の雰囲気を盛り上げたり、あるい

は良い状態に保ったりすることで、社員の心理

的安全性を担保することではないかと思ってい

ます。この配信も、社長として会社の雰囲気を

より良くしていきたいとの思いから始めました。

社長は事業のあらゆる分野に専門性をもって

精通しているわけではありません。当然ですが

人それぞれに得意と不得意があり、私の場合は

文章を書くことが好きだと認識しているものの、

それは当社の事業に直結するスキルではありま

せん。だからこそ、私にないスキルを持ってい

る社員たちが、個々人の能力を少しでも発揮し

やすい環境をつくることに役立つのであれば、

自分自身が考えていることや興味のあることを、

一見すると事業に直接関係がないような話題で

も毎週欠かさず社内に発信していく。そんなこ

とも心掛けています。

人的資本に関わるところに加えて、日経グ

ループ（以下、日経グループ）として重視して

いる部分もあります。

代表取締役社長

社員が安心して能力を発揮
できる環境づくりに取り組む

冒頭お話ししたように、当社は情報を媒介とし

て企業や自治体、さらには日本社会自体をより

良い方向に変えていくお手伝いをすることを使

命としています。人間の力をより良い方向に生

かし、組織として成長していく上で、情報の力

が大事なのは改めて指摘するまでもありません。

情報を扱う日経グループは、本質的にその部分、

つまり情報の力で世の中に貢献しなければなら

ないと考えています。

幸いなことに、日経グループは社会から高い

信頼をいただいています。グループの一員であ

る当社も、その信頼に応えていかなければなり

ません。皆さまにご信頼いただいている日経グ

ループの強い影響力を、良い会社、良い経済社

会をつくるために生かしていく。そのためにも、

我々自身がより品質の高い商品、より良いサー

ビスを提供していくことが欠かせない。持ち得

る社会関係資本や知的資本を成長ドライバーに

据えて、これからも社会にポジティブなインパ

クトをもたらし続けたいと願ってます。日経グループとして、社会に
ポジティブインパクトを提供
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当社は、国連グローバル・コンパクト署名企業として、自社のサステナビリティへの取り組みを推進するため、｢サステナビリティ推進委員会｣ を設置しています。サステナ
ビリティ推進委員会では、事業活動を通して起こるネガティブインパクトを抑止するために取り組むべきマテリアリティ (重要課題) を特定しました。マテリアリティの課題
は大きく6分野あります。5つのワーキンググループがそれぞれの担当課題を持ち、社内の事業部やコーポレート部門と連携して、KPIを管理します。

取締役会

経営会議（議長：寺山社長）

サステナビリティ推進委員会

担当：伊藤暢人（取締役） ／ 委員：各本部から1～5名 ／ オブザーバー：社長、取締役

各事業部・コーポレート部門

編集委員会情報共有・取り組み推進 情報共有・取り組み推進

報告・監督

指示報告

事務局

マテリアリティB
ワーキンググループ

（コーポレート本部）

マテリアリティD
ワーキンググループ

（ブランド本部、コンテンツ本部、
ビジネスサポート本部）

マテリアリティE
ワーキンググループ

（マーケティング本部、ブランド本部、
ビジネスサポート本部）

マテリアリティF
ワーキンググループ

（コンテンツ本部）

協力

マテリアリティA,C
ワーキンググループ

（コーポレート本部、
サステナビリティ本部）

• サステナビリティ推進
体制

• マテリアリティと目
標・KPI

• マテリアリティマップ
• マテリアリティ特定プ

ロセス
• 第三者からのコメント
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経営 世代に偏りのない多様な人材の採用と能力育成A

多様な人材が活躍できる職場づくりB

サプライチェーン上の人権・労働への配慮C

納品物への責任D

腐敗防止とコンプライアンスE

環境への配慮F

企業コミュニケーション支援を本業とする弊社は、従業員こそが

事業活動の源泉です。人的資本の多様性推進と育成に注力します。

優秀な人材が、能力を存分に発揮できる職場環境は重要と考えます。

女性活躍、長時間労働削減、柔軟な勤務・雇用等に取り組みます。

各専門家、パートナー企業等、広範で専門性の高いネットワークは

生命線であり、自社のみならず全体での人権・労働のリスク最小限

化に努めます。

弊社サービスは、顧客企業の企業価値、ブランドに大きな影響を及

ぼします。その品質責任は最重要と捉え、追求していきます。

インサイダー取引、贈収賄等の腐敗の防止、法令順守は、メディア

企業グループの一員として最重要課題として長年取り組んでいます。

オフィスでの脱炭素と資源循環の施策をはじめ、印刷会社への協力

要請、顧客企業への環境負荷低減の提案を含め、取り組みます。

8

マテリアリティと目標・KPI

当社は「企業と社会のコミュニケーション課題を専門家チームの知恵で粘り強く解決します。」というミッションの下、自社のサステナビリティ経営の推進、及
び、顧客企業のコミュニケーション支援にむけ、6つのマテリアリティと10の取り組みテーマを特定しました。マテリアリティは、目標とKPIにおいて毎年進捗
をモニタリング、開示し、改善を図り遂行することで、グローバルな社会課題の解決と長期的な企業価値の向上を追求し、持続可能な社会の実現に寄与してまい
ります。
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E S G マテリアリティ 取り組みテーマ KPI 2023年度実績
目標

No No
目標年(基準年)

S

A
世代に偏りのない
多様な人材の採用と
能力育成

1
多様な人材および
リーダー候補となる
人材の採用

全社採用人数 14人 各年6人
2023・
2024・
2025年

S 30代以下の従業員採用人数 8人 2人 毎年（2025年以降）

S 入社3年後の従業員グレード昇格者の割合 100% 70％以上 毎年（2024年以降）

S 3年定着率 66.7% 60％以上 毎年（2024年以降）

S 2 能力を伸ばす教育 従業員1人あたりの年間研修回数 3.2回 3回 2024年

S

B
多様な人材が
活躍できる
職場づくり

3
ジェンダー平等・
女性活躍推進

女性従業員の育休取得率 該当者なし 100% 該当年 ※

S 男性従業員の育休取得率 該当者なし 80% 該当年 ※

S 女性管理職（部長以上）比率 25% 30% 2027年

S 4 ディーセントワーク 在宅勤務率 61.2% 開示する 毎年

S

5 安全で健康的な労働環境

平均有給休暇取得率 61.9% 70％以上 2025年

S 平均残業時間（法定労働時間換算） 27時間 40時間/月以下 毎年

S 定期健康診断受診率 100％ 100% 毎年

S ハラスメント研修受講率 実施済 毎年1回実施 実施年

S

C
サプライチェーン上の
人権・労働への配慮

6
下請法順守、
取引先の適切な
選定・管理

サプライヤー行動規範の取引先への周知率 準備中 100% 毎年(2024年以降)

S サプライヤー行動規範の取引先の同意率 準備中 100% 毎年(2024年以降)

S 下請法に関する研修受講率 100% 100% 毎年

S D 納品物への責任 7 品質の向上
定期媒体、タイアップ広告（印刷物、Web）、
郵送調査票への校閲実施率

97.3% 100% 毎年

G

E
腐敗防止と
コンプライアンス

8

情報セキュリティー対策
および法令順守
（著 作権侵 害、

イン サイダ ー取引 防止）

年１回、従業員に実施している情報セキュリティー
およびインサイダー取引防止研修の受講率

100% 100% 実施年

G 年１回、従業員に実施している著作権研修の受講率 100% 100% 実施年

S G 新規取引先に関する発注先登録票の提出漏れ件数 0件※ 0件 2024年

G
個人情報保護委員会への報告および本人通知が必要な
重大インシデント件数

0件 0件 毎年

E

F 環境への配慮

9 紙資源利用の削減

コピー用紙の使用量の削減率 約10% 10% 2030年（2022年比）

E 再生紙やFSC認証紙等の自社での採用率 100% 100% 毎年

E クライアントへの再生紙やFSC認証紙等の提案率
統合報告書類

100%
100% 毎年

E 10
気候変動対策、
循環経済の実現、
サプライヤーの環境対応

環境マネジメントシステムまたは環境方針を持つ
印刷会社への発注率

80%以上 80% 2024年

• サステナビリティ推進
体制

• マテリアリティと目
標・KPI

• マテリアリティマップ
• マテリアリティ特定プ

ロセス
• 第三者からのコメント

※…対象となる従業員が生じた年
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サステナビリティ

経営

6つのマテリアリティ配下にある10の取り組みテーマについて、横軸を経営視点、縦軸をステークホルダー視点にとり、重要度を評価しました。
企業コミュニケーション支援を本業とする当社は、環境より社会、とりわけ従業員に関するテーマ、顧客企業に対する責任が重要という評価となっています。

マテリアリティマップ

世代に偏りのない多様な
人材の採用と能力育成

多様な人材が活躍できる
職場づくり

サプライチェーン上の
人権・労働への配慮

環境への配慮

納品物への責任

腐敗防止と
コンプライアンス

マテリアリティ

A

B

C

D

E

F

紙資源利用の削減

気候変動対策、
       循環経済の実現、
       サプライヤーの環境対応

情報セキュリティー対策
       および法令順守
          （著作権侵害、インサイダー取引防止） 

下請法順守、
取引先の適切な選定・管理

ディーセントワーク

ジェンダー平等・
       女性活躍推進

品質の向上

能力を伸ばす教育

多様な人材およびリーダー
       候補となる人材の採用

安全で健康的な労働環境

    経 営 視 点 の 重 要 度    

大きい 非常に大きい

非
常
に
大
き
い

大
き
い

▲

▲ 

ス

テ

ー

ク

ホ

ル

ダ

ー

視

点

の

重

要

度 

▲

▲

1

2

7

53

4

8

69

10
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• 第三者からのコメント
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全社を横断するサステナビリティ推進委員会にて、代表取締役社長と全取
締役が毎回参加する体制の下、議論を重ね、マテリアリティの特定に取り
組みました。

委員会にて、本部ごとに当社の事業がステークホルダーに及ぼすプラスとマイナ

スの影響を、サプライチェーン全体において洗い出しました。これらをGRIスタ

ンダードに照らして整理することで、当社を取り巻く社会課題の現状分析を行う

とともに、マテリアリティの候補としました。

社会課題の現状分析とマテリアリティ候補の選定

責任部門の明確化と、重要度の評価

マテリアリティの候補について、委員会にて主管部署を明確化し、長期的なス

テークホルダー視点と経営視点の2軸にて重要度を評価してマップに落とし込み、

候補を絞り込んでいきました。その重要度マップは経営層で協議し、6つのマテ

リアリティと10の取り組みテーマに整理しました。

マテリアリティの取り組みの進捗をモニタリングするため、各主管部署が中心と

なって協議を重ね、現行の事業計画や目標と連動させながら、マテリアリティご

とにKPI（指標）と目標を設定しました。これらについて第三者に意見を求め、

妥当性と客観性を精錬させていきました。

最終的に、6つのマテリアリティと10の取り組みテーマ、およびそれぞれのKPI・

目標は、経営会議での審議、承認を経て、取締役会で報告され、決定いたしました。

これにより当社は、主管部門を中心にマテリアリティに取り組んでまいります。

KPI・目標の設定と、第三者意見での妥当性確認

取締役会へ報告し、マテリアリティを特定

マテリアリティ特定プロセス

1
STEP

2
STEP

3
STEP

4
STEP

サステナビリティ

経営

第三者からのコメント

VUCAな現代において、企業は社会の変化に対して柔軟かつ強靱な対応が求

められます。それには、経営と従業員が一丸となるために、経営と従業員が

同じ課題意識を持つことが重要です。企業の重要課題であるマテリアリティ

を経営と従業員が共に意識することは、柔軟かつ強靱な組織基盤の構築につ

ながるため、今、マテリアリティの重要性は高まっています。

しかし、世の中にあるマテリアリティは、形式的なものや経営者の独りよが

りのものもあり、課題意識の醸成が進んでいない気がします。つまり、内容

も重要ですが、それ以上にマテリアリティ策定時や浸透時に課題意識を醸成

させる過程が重要です。

日経BPコンサルティングのマテリアリティ策定では、経営幹部全員と従業

員で十数回ものミーティングが行われました。マテリアリティの策定過程と

しては模範といえます。特にマテリアリティごとに作られたKPIには、進捗

をモニタリングしようとする真剣な姿勢や現場での課題感が見られ、経営と

従業員で活発な議論をしたことがうかがえます。今後は、従業員全員に浸透

させて、進捗を会社全体で共有しながら２～３年スパンで見直し、さらにマ

テリアリティに対する意識を高めることを期待します。

(株) 野村総合研究所 (NRI) でシステムエンジニアとして数多くの

企業のシステム開発に携わった後、2016年10月にサステナビリ

ティ推進室長に就任し、22年3月までサステナビリティ推進体制の

構築をけん引。同年６月に退職、(株) ESGシフトを設立。NRIにお

ける2014年からのサステナビリティ推進活動の奮闘記を綴ったコ

ラムを雑誌『日経ESG』(19年10月号～22年4月号) に連載、そのコ

ラムをもとに21年4月『イチからつくるサステナビリティ部門』

(日経BP)を出版。

本田 健司 氏

株式会社ESGシフト 代表取締役 本田 健司 氏
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社会・環境への

取り組み

当社はマテリアリティの遂行に向け、人権方針、環境方針を制定しています。加えて2024年度は、よりサプライチェーン全体でサステナビリティへの取り組
みを推進するために、調達方針とサプライヤー行動規範を制定しました。

人権と環境に配慮した事業活動

日経BPコンサルティングは「企業と社会のコミュニケーション課題を専門家チームの知恵
で粘り強く解決します。」というミッションにおいて、従業員と取引先の皆様の人権尊重と
適正な労働慣行を、経営課題のひとつとして認識し、当方針の順守を徹底してまいります。

１. 適用範囲
本方針は日経BPコンサルティングの全ての役員と従業員、および取引先を含む当社の事業
活動に携わる全てのステークホルダーの皆様に適用されます。

２. 人権の尊重、国際規範と法規制等の順守
当社は、人権を全ての人に与えられた基本的権利と認識し、人権を尊重します。

「国際人権章典（※1）」と「労働における基本的原則及び権利に関するILO（国際労働機
関）宣言（※2）」、 「ビジネスと人権に関する指導原則（※3）」等の国際規範を支持し
ます。事業活動を行う国や地域で適用される法令を順守し、もしもその法令と国際規範と
の間に矛盾がある場合は、国際規範の尊重に努めます。

出生、国籍、人種、民族、障がいの有無、宗教、思想・信条、性別、性自認、性的指向、
年齢、社会的身分、職種や雇用形態等による、あらゆる差別や精神的・身体的・性的なハ
ラスメントといった、人権を侵害する一切の行為を禁止します。
従業員の雇用や処遇、報酬において差別を禁止し、機会の均等と評価の平等を確保します。

安心、安全な職場環境の維持に努めます。

強制労働及び児童労働を禁止します。

労使協定を始め労働基準に関する法令を順守します。結社の自由と団体交渉の権利を尊重
し、経営と従業員の代表との対話・協議の機会を設けて、より良い労働慣行と労使関係の
構築に努めます。

言論と表現の自由、著作権を尊重し、プライバシーの保護を徹底します。

３. 人権デューデリジェンス
当社は、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則って人権デューデリジェンスのプ
ロセスを構築・実行し、人権への負の影響を特定し、防止と軽減に努めます。

４. 救済と是正
当社は、人権への負の影響を受けたステークホルダーの皆様が利用できる救済システムを
構築し、当社が人権への負の影響を与えた、若しくは助長したと明らかになった場合には、
適切な手段と継続的な対話により是正・救済に努めます。

５. 対話と協議
当社は、本方針を実行するため、関連するステークホルダーの皆様との継続的な対話と協
議に努めます。

６. 社内啓発
当社は、全ての役員と従業員に対し、本方針の実行に必要な教育や研修を継続して実施し
ます。

７. 情報開示と報告
当社は、人権尊重の取り組み状況と結果を、ウェブサイト等を通じて定期的に開示します。

2023年9月29日制定
株式会社日経BPコンサルティング 代表取締役社長 寺山正一

※1「国際人権章典」は、３つの国際文書「世界人権宣言」「市民的及び政治的権利に関する国際規約」「経済的、社会的及び文化的権利に関す
る国際規約」の総称。人権尊重の国際的な原則として認められている。
※2 「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」には、「結社の自由及び団体交渉権の効果的な承認」「あらゆる形態の強制労働の禁
止」「児童労働の実効的な廃止」「雇用及び職業における差別の排除」「安全で健康的な労働環境」の5つの原則が掲げられている。
※3 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」は、国連人権理事会によって承認され、ビジネスが人権に与える負の影響において、企業に対し、
人権方針の策定と人権リスクの特定・予防・軽減・救済のための人権デューデリジェンスの実施等を求めている。

日経BPコンサルティング 人権方針
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日経BPコンサルティングは、地球環境問題を世界共通の課題として認識しており、「企業
と社会のコミュニケーション課題を専門家チームの知恵で粘り強く解決します。」という
ミッションにおいて、環境に配慮した事業活動と企業コミュニケーションのあり方を、取
引先の皆様とともに求めてまいります。

１. 法規制等の順守
当社は、環境保全に関する国際的な宣言、条約、規約ならびに事業を展開する国や地域の
法規制を順守します。

２. 環境負荷低減の取り組み

資源循環の推進
資源の効率的な利用、廃棄物の削減、リユース、リサイクルに努め、環境負荷低減に取り
組みます。

気候変動への対応
事業活動に伴う温室効果ガス排出の削減、エネルギー利用の効率化、再生可能エネルギー
利用の拡大を推進し、気候変動の緩和に努め、適応を進めます。
2030年までにスコープ1・2の実質ゼロを実現し、さらに50年までにはバリューチェーンの
排出（スコープ3）を含めた実質ゼロをめざします。

環境汚染の防止
化学物質等による環境汚染の軽減、大気汚染物質の排出削減に取り組みます。

３. モニタリング
当社は、環境に関する目標を設定し、定期的に見直しを行い、目標達成に向けて取り組み
の継続的な改善に努めます。

４. 教育と研修
当社は、当方針の浸透および取り組みの確実な推進のために、全ての役員と従業員、およ
び取引先に対して研修等を実施します。

５. 情報開示と対話
当社は、環境に関する取り組み状況と結果を、ウェブサイト等を通じて定期的に開示し、
ステークホルダーの皆様との対話を行います。

日経BPコンサルティング 環境方針

2023年9月29日制定
株式会社日経BPコンサルティング 代表取締役社長 寺山正一
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日経BPコンサルティングは「企業と社会のコミュニケーション課題を専門家チームの知恵
で粘り強く解決します。」というミッションの下、取引先の皆様と強固な信頼関係を長期
的に築いてまいります。

2024年11月8日制定
株式会社日経BPコンサルティング 代表取締役社長 寺山正一

日経BPコンサルティング 調達方針

• 人権方針

• 環境方針

• 調達方針

• サプライヤー行動規範

社会・環境への

取り組み

１. 事業を展開する国や地域の法令や国際規範及び企業倫理を順守し、取引先の皆様と対等
な立場でともに発展できる関係の構築に努めます。

２. 取引先の皆様に公平な競争機会を設け、公正に選定します。

３.社会や環境へ配慮した調達活動を行います。

13

新たに制定した「調達方針」では、当社として公正な事業慣行と、社会と環境に配慮したサステナブルな調達活動の実施を表明しています。その上で、調達方
針と対になる形で制定した「サプライヤー行動規範」では、サプライヤーをはじめとする取引先の皆さまに、法令順守、人権の尊重、環境への配慮、公正な事
業活動、情報管理への取り組みをお願いするものとしています。当社はサプライチェーン全体で社会と環境に配慮した事業活動を推進してまいります。

調達方針とサプライヤー行動規範について
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日経BPコンサルティングは、取引先の皆様と強固な信頼関係を長期的に築くために、取引
先の皆様に守っていただきたいこととして、サプライヤー行動規範を策定しました。あわ
せて「日経BPコンサルティング 人権方針」、「日経BPコンサルティング 環境方針」へ
もご理解いただくことをお願い致します。

2024年11月8日制定
株式会社日経BPコンサルティング 代表取締役社長 寺山正一

日経BPコンサルティング サプライヤー行動規範

• 人権方針

• 環境方針

• 調達方針

• サプライヤー行動規範

社会・環境への

取り組み

１. 適用範囲
日経BPコンサルティングの直接取引関係にある企業に本行動規範への順守が求められます。

４. 環境への配慮
印刷物の紙等、資源の効率的な利用、廃棄物の削減、リユース、リサイクルに努め、環境
負荷低減に取り組むこと。

事業活動に伴う温室効果ガス排出の削減、エネルギー利用の効率化、再生可能エネルギー
利用の拡大を推進し、気候変動の緩和に努め、適応を進めること。

化学物質等による環境汚染の軽減、大気汚染物質の排出削減に取り組むこと。

５.公正な事業活動
公正で自由な競争を阻害する行為を行わないこと。

贈収賄を含むいかなる形の腐敗行為も行わないこと。

反社会勢力やマネーロンダリング等の違法行為に携わる団体・個人との関わりを一切持た
ないこと。

６. 情報管理
他者の知的財産権を侵害しないこと。

２.法令順守
事業活動を行う国や地域の法令を順守すること。

３. 人権の尊重
出生、国籍、人種、民族、障がいの有無、宗教、思想・信条、性別、性自認、性的指向、
年齢、社会的身分、職種や雇用形態等による、あらゆる差別や精神的・身体的・性的なハ
ラスメントといった、人権を侵害する一切の行為を禁止すること。

安心、安全な職場環境を維持すること。

強制労働及び児童労働を禁止すること。

労使協定を始め労働基準に関する法令を順守し、結社の自由と団体交渉の権利を尊重する
こと。

言論と表現の自由、著作権を尊重し、プライバシーを保護すること。

14



Sustainability Report 2024 | ©Nikkei BP Consulting, Inc.

ESGデータ04 
chapter 

• ESGデータ

• 賛同イニシアチブと

外部評価

データ

セクション

15

項目 2021年12月期 2022年12月期 2023年12月期

GHG排出量
Scope1＋2（t-CO2）※1 30 15 0

Scope3（t-CO2） 1,010 938 1,066

エネルギー消費量 ※2 電気使用量（kWh） 638,293 626,349 647,434

廃棄物量 ※2

廃棄物総量（kg） 51,460 42,672 40,238

一般廃棄ゴミ（kg） 3,489 3,138 3,152

リサイクル紙（kg） 35,706 31,680 29,081

ビン・缶・ペットボトル（kg） 1,707 1,661 2,235

産業廃棄物（kg） 10,558 6,193 5,770

コピー用紙使用量（kg） 9,816 8,054 7,814

人材 ※3

従業員数（正社員・人） 112 109 115

従業員に占める女性割合（%） 47 50 53

管理職に占める女性割合（部長以上・%） 25 25 35

役員に占める女性割合（常勤取締役・%） 20 25 25

平均勤続年数（男性・年） 9.0 9.6 10.3

平均勤続年数（女性・年） 12.4 12.3 11.8

コンプライアンス

コンプライアンス違反（件） 0 0 0

腐敗に関する重大な違反（件） 0 0 0

情報セキュリティに関する違反（件） 0 0 0

※1：日経BPコンサルティングが入居する日経虎ノ門別館では、2022年7月より非化石証書を購入し、実質的にCO2フリーの電力を使用しています。
※2：エネルギー消費量、廃棄物量のデータは日経BPグループ6社（日経BP、日経BPコンサルティング、日経BPマーケティング、日経BPメディカ
ル開発、日経BPアド・パートナーズ、日経BPサービス）および、日経ナショナル ジオグラフィックのデータとなります。
※3：人材データは2022～2024年の各年4月1日時点のデータです。
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国連グローバル・コンパクト
日経BPコンサルティングは、国連が提唱する人権、労働、
環境、腐敗防止の4分野、10の原則に賛同し、国連グロー
バル・コンパクトに署名、2019年1月17日(木) 付で加入し
ています。

「くるみん」認定取得
日経BPコンサルティングは、社員の仕事と育児の両立を
推進した実績が認められ、2023年に「子育てサポート企
業」として厚生労働省の認定を取得しています。

賛同イニシアチブと外部評価

EcoVadisサステナビリティ評価
「シルバーメダル」獲得
EcoVadis（本社フランス）による評価において、上位15%
に入る「シルバーメダル」を獲得しました。EcoVadis社は
世界175カ国、10万社以上の企業に対し、「環境」「労働
と人権」「倫理」「持続可能な資材調達」の4分野で評価
を行っています。
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